制限付き一般競争入札（事後審査型）総合評価落札方式（施工能力評価型）
＜通常砂防第8002-3-003号＞

配付資料
１　入札公告　
２　入札説明書

３　入札公告共通事項

４　掲示資料

· 入札参加申込みされる方へ
· 建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者及び
監理技術者補佐の県発注工事の取り扱いについて
· 現場代理人の兼務に関する事務取扱要領について
· 工事費内訳書の提出について
· 自己評価申告書の作成について
· 低入札価格調査基準価格を下回った入札があった場合の取扱いについて
· 土木部等における電子契約の本格運用の開始について
· 電子入札システム入札書への入力にあたっての留意点（企業チャレンジ・施工能力評価型）
· 重要なお知らせ（労務費ダンピング調査）
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　配布様式
(1）参加申込

①制限付き一般競争（事後審査型）入札参加申込書　　　　　　　（様式３号の５）　　　　　　　　   　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　
②専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定している場合の確認事項　　 （別紙）
（2）入札参加資格確認資料(事後審査資料)
①配置予定技術者の資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式６号の２)
②現場代理人の資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式６号の３)
③建設業の許可及び経営事項審査結果並びに設計業務委託者関係　（様式７号） 
④国土交通省近畿地方整備局等発注の工事成績　　　　　　　　　（様式19号）
⑤暴力団排除に関する誓約書

⑥適正な労働条件の確保に関する誓約書

⑦社会保険等加入対策に関する誓約書
⑧工期通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 （様式１号）
(3) 技術資料　
〈入札時に提出する資料〉　　　　　　       　　　　（施工能力評価型様式1～6）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（誓約書（CCUS））※必要に応じて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(誓約書(引渡し完了日)) ※必要に応じて
(4)施工体制確認型追加資料

〈該当者だけが提出する資料〉

①下請予定業者等一覧表　　　　　　　  　　　　　　　　　　　（様式４の１号）
②配置予定技術者名簿　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　（様式５の１号）
③資材購入予定先一覧　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　（様式８の２号）
④機材リース元一覧　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　（様式９の２号）
⑤労務者の確保計画　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　（様式10号）
⑥工種別労務者配置計画　　　　　　　　　　　　　　　  　　　（様式10の１号）
⑦建設副産物の拠出地　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　（様式11号）
⑧建設副産物の拠出及び資材等の搬入に関する運搬計画書　　　　 (様式11の１号)
⑨施工体制台帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式13号）
⑩品質確保体制（品質管理のための人員体制）　　　　　　　　　（様式19の１号）
⑪品質確保体制（品質管理計画書）　　　　　　　　　　　　　　（様式19の２号）
⑫品質確保体制（出来形管理計画書）　　　　　　　　　　　　　（様式19の３号）
⑬安全衛生管理体制（安全衛生教育等）　　　　　　　　　　　　（様式20の１号）
⑭安全衛生管理体制（点検計画）　　　　　　　　　　　　　　　（様式20の２号）
　　　　　　 ⑮その他契約担当者が必要と認める事項に関するもの
(5)その他

　　　　　・質問書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （様式20号）
・総合評価落札方式が適用された入札における評価項目の得点の開示について（照会様式）
（様式１号）　　　　　
　　　　　・低入札価格調査にかかる記載要領及び添付書類　　　　　　　　　 （別表）
　　　　　・低入札調査様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （様式２～15号）
　　　　　・電子契約利用同意書（※電子契約を利用する場合）

　　　　　・工事費内訳書に活用できる様式
　　 　
	○入札に関する問い合わせ・工事費内訳書等提出先（持参又は郵送の場合）
兵庫県中播磨県民センター県民躍動室総務防災課
〒670-0947　姫路市北条1-98

電話：079-281-9031

	○電子入札システムに関する問い合わせ先
兵庫県電子入札ヘルプデスク
電話：0570-011-311


兵庫県中播磨県民センター
入札参加申込みされる方へ

１　入札参加申込みに関する注意事項

(1) 入札参加申込みは、電子入札システムを使用し、参加申込み送信時の添付資料には（様式3号の5）
制限付き一般競争入札（事後審査型）入札参加申込書を添付してください。（添付する参加申込書の押印の有無は不問）

なお、本案件は、制限付き一般競争入札（事後審査型）のため、入札参加資格確認資料の事前提出は不要です。開札後に指示した落札候補者のみ提出が必要となります。
(2) 入札参加申込みには、時間的な余裕をもって参加受付期間内に送信作業を行ってください。
(3) 入札参加申込みに使用するＩＣカードは、電子署名及び認証業務に関する法律に基づき主務大臣
の認定を受けた特定認証業務を行う者が発行したもので、かつ兵庫県建設工事入札参加資格者名簿に登録された代表者又は受任者の名義で取得して、そのＩＣカード情報を兵庫県の電子入札システムに登録したものとします。
(4) 入札公告に掲げる入札参加資格要件をすべて満たしているかを十分に確認した上で送信してく
ださい。
(5）建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（専任特例２号の場合の監理技術者）の配置を認める工事において、専任特例２号の場合の監理技術者の配置を希望する場合は、入札参加申込時に、「別紙」に必要事項を記入のうえ、入札参加申込書とともに電子入札システムにより送信、もしくは持参にて入札担当課へ提出すること。
２　入札参加資格の確認
(1) 入札参加申込みを送信し、電子入札システムにおいて発行される参加申込書受付票を確認した
方は、入札に参加することができますが、本案件は制限付き一般競争入札（事後審査型）のため、開札後に実施する資格確認において、資格が認められなかった場合には、その者のした入札は無効となります。
(2) 配置技術者には、入札参加資格の確認日（参加申込み締切日）以前に3ヶ月以上の雇用関係が必要です。また、請負金額が4,500万円以上の場合には、工事現場ごとに専任が必要となり、営業所の専任技術者はなれませんのでご注意ください。

３　入札に関する注意事項

(1) 入札に当たっては、入札公告、入札公告と併せて県のホームページに掲示した注意事項の内容を
よく確認してください。

　　なお、県のホームページの掲示は、入札参加申込み締切日までとしているので、掲示中に掲示内容のダウンロード等を済ませておいてください。

(2) 入札書の送信に時間を要することがあるので、時間的な余裕をもって行ってください。なお、送
信後は受信確認を行い、入札書受信確認通知を印刷して保管しておいてください。
また、入札書の入札金額を誤って送信した場合には修正することができませんので、必ず入力した入札金額に誤りがないかについての確認を済ませた上で送信してください。
(3) 電子入札手続を進めるに当たって、即時に対応していただかなければならない場合がありますので、開札開始時刻の10分前から電子入札に関する一連の手続が完了するまでの間、入札者が電子入札に使用する電子計算機の近辺で待機し、随時、手続の進行状況を確認してください。
(4) 第１回目の入札金額に対応した工事費内訳書（金抜設計書のすべての項目について確認できるもの）及び技術資料を、入札公告に定めるところにより入札書に添付により提出してください。

　　工事費内訳書及び技術資料のうち証明・証拠資料についてのみ持参による提出を認めます。（入札説明書２(3)参照のこと。）
なお、工事費内訳書及び技術資料を入札書に添付して送信する場合にあっては、工事費内訳書及び技術資料の作成に使用するアプリケーションソフト・作成した提出資料を保存するファイルの形式は、次のいずれかとしてください。
	番号
	使用するアプリケーションソフト
	保存するファイルの形式

	１
	Microsoft Word
	Word2019形式以下(ﾌｧｲﾙ名.docx、.doc)

	２
	Microsoft Excel
	Excel2019形式以下(ﾌｧｲﾙ名.xlsx、.xls)

	３
	その他
	PDF形式(ﾌｧｲﾙ名.pdf)


　　添付資料の送信可能サイズは10MB以内、１ファイルのみです。容量が大きい場合や複数のファイルをまとめて送信する場合は、ファイルをZIP形式(ﾌｧｲﾙ名.zip)で圧縮してください。ただし、自己解凍方式は認めません。
　　 ※　表紙の押印は不要です。

(5) 制限付き一般競争入札（事後審査型）については、開札後、一旦保留し、落札候補者への資格確認等を行う必要があるため、落札決定は後日となりますのでご了承ください。
(6) 入札公告から契約締結（県と契約の相手方双方が契約書に記名押印を行う）までの間で、入札の公平性を保つことができない恐れがある事象が発生した場合は、入札手続きの中止や落札決定の取消しを行う場合があります。
建設業法第２６条第３項第２号の
規定の適用を受ける監理技術者及び
監理技術者補佐の県発注工事の取り扱いについて
建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（旧建設業法における特例監理技術者。以下「専任特例２号の場合の監理技術者」と言う。）及び監理技術者を補佐する者（監理技術者補佐）の県発注工事における当面の対応について、下記のとおり取り扱うこととしましたのでご留意願います。
１　監理技術者補佐の資格要件について
(1) 　監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること
　なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は専任特例２号の場合の監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。
(2) 　監理技術者補佐は受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。
２　専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定している場合の手続きについて
(1) 入札参加申込時に、「別紙」に必要事項を記入のうえ、入札参加申込書と
ともに電子入札システムにより発注機関に提出すること。
(2)　開札後、落札候補者となった場合は、入札参加資格確認時に「様式６号の２（専任特例２号の場合の監理技術者用、監理技術者補佐用）に添付資料を添えて発注機関に提出すること。
※対象工事については、入札公告、特記仕様書に記載されます。
※指名競争入札で発注された対象工事に専任特例２号の場合の監理技術者の配置を希望する場合は、落札決定後に発注機関と個別に調整すること。
　　　　　　　　　　現場代理人の兼務に関する事務取扱要領
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成31年２月20日制定
令和７年４月１日改正
第１条　この要領は、常駐義務が緩和された現場代理人の兼務について対象となる工事の範囲を設定し、その事務取扱に必要な事項を定めるものとする。
　（発注機関の定義）
第２条　この要領における発注機関の定義については、次のとおりとする。
　(1) 土木部関係事務所
　　　以下の土木事務所及び管理事務所
　　ア　土木事務所：神戸、西宮、宝塚、加古川、加東、姫路、光都、龍野、豊岡、
新温泉、養父、丹波、洲本
　　　　なお、土木事務所の所管区域については、行政組織規則（昭和36年規則第40号）第87条の13第１項及び第87条の15第１項のとおりとする。ただし、行政組織規則第
87条の13第１項の所管区域は、第87条の15第１項の所管区域を除いたものとする。
　　イ　管理事務所：尼崎港、姫路港
　(2) 農林水産部関係事務所
　　ア　農林（水産）振興事務所：神戸、阪神、加古川、加東、姫路、光都、豊岡、朝来、丹波、洲本
　　イ　県立農林水産技術総合センター
　(3) 本庁
　　ア　まちづくり部公営住宅整備課、営繕課、設備課
　　イ　土木部、農林水産部及び環境部
　(4) 市町
　　県内の市町（市町の長又は長より契約を締結する権限を委任された者の機関）
　（兼務の対象となる工事）
第３条　第２条第１項第１号から第３号までの発注機関が所管する請負代金額が、4,500万円未満の工事＊の契約を締結する際に、次の要件を全て満たす場合は、市町の所管する工事も含め、現場代理人を３件まで兼務することができる。
    ただし、市町の所管する工事との兼務にあっては、当該市町が第２条第１項第１号から第３号までの発注機関が所管する工事との兼務を認める場合に限る。
　(1) 兼務する工事３件が、同一土木事務所が所管する区域内で施工する工事であること。
　(2) 既に契約を締結している各工事の請負代金額が、4,500万円未満であること。
２　第１項に該当する工事であっても、工事内容等により兼務が認められない場合があるので、その場合は入札公告等において明示する。
＊ 単価契約又は総価契約単価取決方式の工事における兼務については、各発注機関の取扱いによる。
　（現場代理人を兼務する場合の手続き）
第４条　受注者は、兼務を希望する工事の契約を締結する際に、「工事施工計画及び下請負人等通知書」に加えて、以下により「現場代理人兼務届」を発注機関に提出する。　
(1) 県の工事のみ現場代理人の兼務を希望する場合
　　「現場代理人兼務届」（第１号様式）を発注機関に提出するとともに、既に契約締結している工事の発注機関に対しても、速やかに「現場代理人兼務届」（写）を提出する。
　(2) 県と市町の工事の現場代理人の兼務を希望する場合
　　ア　新たに兼務する工事が県の発注機関の工事の場合
「現場代理人兼務届」（第１号様式）を発注機関に提出するとともに、既に契約締結している市町の工事の発注機関に対しても、速やかに「現場代理人兼務届」（県様式の（写）又は市町が定める様式）を提出する。
イ　新たに兼務する工事が市町の発注機関の工事の場合
　　　　該当の市町の定める方法により「現場代理人兼務届」（市町の定める様式）を発注機関に提出するとともに、県の発注機関に対しても、速やかに「現場代理人兼務届」（第１号様式）を提出する。
（現場代理人を兼務する必要がなくなった場合の手続き）
第５条　受注者は、兼務している工事が竣工した場合等、現場代理人の兼務が必要なくな
ったときは、速やかに契約継続中の工事の県の発注機関に「現場代理人兼務解除届」（第２号様式）を、市町の発注機関に市町の定める方法により、「現場代理人兼務解除届」（市町の定める様式）を提出する。
　（現場代理人の責務について）
第６条　現場代理人は、兼務する一つの工事現場に従事している場合であっても、兼務する他の現場代理人の契約上の職務を免ずるものではない。
　（主任技術者との兼務について）
第７条　兼務を認められた現場代理人は、各々の工事の主任技術者を兼ねることができる。
　　　附　則
　この要領に基づく事務取扱は、平成31年２月25日以降に入札公告、入札通知を行う工事の契約に適用する。
附　則
　この要領に基づく事務取扱は、令和４年４月１日以降に入札公告、入札通知を行う工事の契約に適用する。
附　則
　この要領に基づく事務取扱は、令和５年１月１日以降に入札公告、入札通知を行う工事の契約に適用する。
附　則
　この要領に基づく事務取扱は、令和７年４月１日以降に入札公告、入札通知を行う工事の契約に適用する。
　
入札参加（希望）者各位

兵庫県

契約担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中播磨県民センター長　

工事費内訳書の提出について

下記について御承知の上、入札に参加してください。

記

＜工事費内訳書の提出＞

　　入札に関する条件として工事費内訳書の提出を求めているため、所定の場所に所定の日時までに工事費内訳書を提出できない方は、入札に参加できないこととなります。

　　工事費内訳書の様式については任意としますが、県が事前に配布している金抜設計書のすべての項目について記載されていることを原則とします。

積算については、自己積算を原則としますので、自己積算していない方、他者に自らの工事費内訳書の内容等を漏らした方も入札に参加できません。

また、自らが提出した工事費内訳書の内容に他者の提出したものと一致又は近似する部分がある場合において、その理由、具体的な積算方法及び自己積算していることのいずれかを明らかにすることができない方も、入札に参加できないこととなるので特に注意してください。

　　さらに、入札参加者はお互いに競争しなければならない関係にあるため、他の入札参加者に対して見積書を交付する等の行為を行なわないようにするとともに、落札者から他の入札参加者に対して本件入札に係る業務を委託する等の行為は、極力避けてください。

　　なお、手持ち業務が多数あるために対応できない場合、設計図書の内容を確認して自己積算できないことが明らかになった場合、他の入札参加者からの見積依頼に応じた場合等において、入札に参加することを辞退したとしても、辞退した方に不利益が及ぶことはありません。

　　
〔重要なお知らせ〕
総合評価落札方式（施工能力評価型･企業チャレンジ型）を適用する土木請負工事に　　入札参加する皆様へ

「自己評価申告書の作成について」のお知らせ

兵庫県農政環境部及び県土整備部所管の土木請負工事のうち、総合評価落札方式（施工能力評価型・企業チャレンジ型）の適用工事においては、入札参加者自らが「自己評価申告書」を作成し、契約担当者へ提出することが必要です。

　「自己評価申告書」の作成にあたっては、入札公告等の記載事項をよく確認し、記載間違いが無いよう注意してください。

　なお、自己評価申告書の作成マニュアルとして、「自己評価申告書の作成について」を兵庫県ホームページで公開（※）していますので参考としてください。
注）自己評価申告書の記載誤りや根拠資料との不整合がある場合は、各評価項目の最低点とする　場合があります。

	（※）兵庫県ホームページの確認方法について

　「自己評価申告書の作成について」

　　・兵庫県ホームページ→まちづくり・環境→設計・工事

→工事→総合評価落札方式について（下段「関連資料」）

・ＵＲＬ(https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks03/wd38_000000002.html)


入札参加希望者各位
兵庫県中播磨県民センター長　　　　
低入札価格調査基準価格を下回った入札があった場合の取扱いについて
この入札においては、低入札価格調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）を設けていますが、調査基準価格を下回った価格をもって建設工事請負契約を締結する場合には、下記１及び２のとおりとしますので、下記について御承知の上、入札に参加してください。
記
１　契約保証金
契約の締結までに契約金額の10分の３以上の契約保証金を納付してください。
２　配置技術者の増員
専任で配置すべき監理技術者とは別に、同等の要件を満たす監理技術者を追加して専任で配置してください。
 　　　
３　その他
調査基準価格を下回った価格をもって入札した場合には、低入札価格調査に協力していただくこととなりますが、低入札価格調査に係る資料については、別途指示する提出期限日までに持参もしくは郵送により提出してください。（※郵送による場合は、提出期限日の消印まで有効とする。）
なお、契約金額の10分の３以上の契約保証金を納付することができないと認められたとき又は必要な技術者を追加して専任で配置することができないと認められたときは、その者のした入札は無効とします。
令和７年６月27日
兵庫県土木部契約管理課長
土木部等における電子契約の本格運用の開始について

兵庫県では令和６年８月から電子契約サービスを導入し、契約事務のデジタル化を推進しているところですが、土木部等における建設工事等（建設工事及び測量・建設コンサルタント業務等）の契約手続きについても、下記の通り電子契約の本格運用を開始します。

※土木部等とは土木部、農林水産部、環境部、まちづくり部、企業庁及び各部局の地方機関、県民局等の事務所等（土木事務所、農林振興事務所等）を指します。

記

１　電子契約について

下記ホームページ内に掲載されている、電子契約サービスの操作方法等を説明した動画及び各種マニュアル等をご参照ください。

兵庫県ホームページ「電子契約の導入について」

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk51/dennsshikeiyaku.html
２　対象

令和７年７月１日以降に入札公告・指名通知を行う案件のうち、入札公告等に「電子契約が選択可能」と記載されているもの。

電子契約を希望する場合は、契約案件ごとに「電子契約利用同意書」を作成の上、契約担当者あて提出ください。

なお、従前通り、紙の契約手続きによることも可能です。

[image: image1.emf]総合評価落札方式（施工能力評価型・企業チャレンジ型）     電子入札システム   入札書 への入力にあたっての留意点   令和 7 年 10 月 1 日以降の入札公告案件より、入札書への入力項目が追加されますので、以下の点に留意し、入札いただきますようお願いいたします。   ＜ 入札書入力画面サンプル ＞   ( １ )   入札金額 入力 欄（変更なし）      入札金額を入力してください。 ( 税抜き・円単位 )   ( ２ ) 入札金額内訳 入力 欄（ 入力項目の 追加 ）   ※ 施工体制確認型の施工体制評価点の算定に使用します。      入札金額欄 (1) に入力した金額に対応する入札金額の内訳金額を入力してください。   （入札金額の内訳の合計金額と入札金額欄に入力した金額が一致しない場合、次の画面に 遷移 しません）      入札金額の内訳（直接工事費・共通仮設費・現場管理費・一般管理費）の定義は、 『最低制限基本価格等の算定式 における県の積算の取扱い』 ( https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks03/wd38_000000018.html へ掲示 ) の積算種別毎の直 接工事費、共通管理費、現場管理費、一般管理費によります。      再度入札・見積時は、再度入札書・見積書に入力する入札金額入力欄に対応した内訳金額を入力してください。   （参考）      入札時に提出を求めている 工事内訳書の取扱に変更はありません。   ( ３ ) 評価区分毎の評価点入力 欄（ 入力項目の 追加）      技術資料様式２号（自己評価申告書）の 各評価区分 （ 「企業の施工能力」「配置予定技術者の技術力」「地域建設業 者の育成」「減点」の 4 区分） の評価点の小計の点数を入力してください。 （ 下 図 入力 例参照）      技術資料様式 2 号 （自己評価申告書） の 各評価区分の評価点の小計と 、 入札書へ入力する評価区分毎の評価点が一 致しない評価区分は最低点で評価 しますので、 入力ミス、計算ミスが無いようご注意ください。      減点の入力欄は 0 又はマイナス表記の整数を入力してください。      再度入札・見積時は、直近 ( 前回 ) 入力時の評価値がデフォルトで表示されていますので、第 1 回目入札時に添付し 提出した技術資料と整合する評価値となっているか確認してください。     ( ４ ) 追加資料の提出意思確認 （ 入力項目の 追加）      調査基準価格を下回った場合、施工体制確認型の評価で 求める「追加資料」提出の意思 を選択入力してください。   ・   提出の意思がある場合は“〇”   ・   提出の意思が無い場合は“×”   ( ５ ) くじ番号等 （ 変更無し ）      くじ番号、添付資料、入札参加者の商号等必要事項の入 力事項に変更はありません。 各欄に入力してください。      

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

技術資料様式２号（自己評価申告書）抜粋 

 

小計3.10を入力 

評価区分「企業の施工能力」の評価点の小計：0.0+1.10+2.0+0＝3.10 

3.10 


重要なお知らせ
労務費ダンピング調査を実施しています。
　工事費内訳書（新様式）を添付してください！
★　対　象
令和８年７月１日以降、入札公告（通知）される全ての工事
★　内　容
入札の際、いつもの工事費内訳書に加えて、入契法第１２条に基づく工事費内訳書（新様式）を添付してください。
なお、自社様式を利用される場合、『材料費、労務費、法定福利費の事業主負担額、建退共制度の掛金、安全衛生経費』をすべて示す必要があります。（土木工事の場合）
添付漏れや記載不十分は、無効な入札となります。
詳細は下記ホームページをご確認ください。 

【労務費ダンピング調査について】 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks03/seidokaisei.html 

【入契法第12条に基づく工事費内訳書（新様式）】 ・・・要領およびQA
https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks03/documents/romuhidanpingqa.pdf https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks03/documents/romuhidanpingyouryou.pdf
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